















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































13条に「取締役会 ‐ 会議 , 議事録」があり，取締役
会の在り方が規定されている。その a 項には，月例開
催と取締役の出席義務が，b 項の議事録では，議決に
関する各取締役の主張及び賛否についての記録，c 項
では，議事録の記載方法が例文を示して規定されてい
る。これは，ワンマン経営の下で満場一致の賛成によ
り反対意見が抹殺されるか，あっても文書に残らない
という非民主的な経営手法と，遅れた経営形態をとる
日本の企業風土とを危惧した米国民政府の立法面での
対応であった。取締役会や監査役を逃げ口上に使い，
横領行為の責任を他人に転嫁する経営者の存在は，米
国民政府も熟知していた。同布令第13条は，教育的な
意味を持ち，民主的経営では後進の沖縄にとって意義
のあるものであった。
同布令16条は，銀行の役員，職員が貸付けをし，他
の信用を供与し，その承認，紹介をした時，手数料，
利得，贈与等を受け取ってはならないと規定し，違反
者は解雇され，罰則が科される。また，解雇後3年間
は復職出来ない。料亭接待が慣習となっていた当時に
おいては想像を絶する厳しい規定であった。
1972年の本土復帰とともに同布令は廃止となるが，
復帰後，沖縄の銀行経営者において布令の精神を忘れ
たかのように，貸付けに関連して目に余る供応，接待
が横行した。復帰前であれば，キャラウエイ高等弁務
官の銀行布令の下では許されないことであった71）。
（2）公認会計士監査
銀行布令37号では，公認会計士の監査を重要視し，
日本本土よりも早く法令でこれを規定していた。第9
条は，資格ある公認会計士による銀行帳簿の検査を規
定しており，22条では，債権の保全について債権額の
130％に相当する担保を必要とし，無担保の場合は公
認会計士の監査証明を必要とするとしていた。米国で
は早くから銀行検査官の銀行検査とともに公認会計士
による監査が行われてきた。しかし，日本が公認会計
士による監査に踏み切ったのはずっと遅く1976年のこ
とであった。銀行検査は大蔵省銀行検査部の専権で行
政による指導監督の一環と考えられていた。
三和相銀事件では，粉飾預金や不良債権の査定に重
大な見誤りがあり，担当公認会計士の責任を問うべき
とする米国民政府トレーラー財政部長の問題提起が
あった。当該公認会計士には，事実に反する監査報告
書をしたことについて，怠慢と過失があることから公
認会計士審査会への懲罰の提起がなされた。地元出身
のこの公認会計士第1号が，那覇信協事件でも不祥事
の主犯となり，捜査，起訴を経て裁判が行われた。し
かし，1972年の本土復帰の際に，懸案の処理として，
行政主席の下で訴訟が取り下げとなり，復帰後，本人
は大手を振って業務を再開し，繁盛した。自治が神話
だという説を裏書きする哀れな状況を現出させた72）。
（3）自治拡大と日琉一体化
相互銀行の不祥事で辞任し，有罪判決，執行猶予，
起訴猶予などの刑事処分を受けていた旧役員らが，
1966年5月，再び株主総会で役員に選出されるべく準
備を開始していた。松岡行政主席は，民間企業の人事
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問題であるとして不介入を指示していた。一方，米国
民政府は，高等弁務官の書簡（ワーナー書簡）を出
し，不名誉な関わりで辞任した旧役員が元の役職に復
帰しようとする動きが見られるが，健全な経済社会の
発展に重大な影響力を持つ銀行に，かかる企図を実行
しようとする者は，社会正義と民主主義に対する大胆
不敵な挑戦者と言わざるを得ないとして，この動きを
糾弾した。これにより，旧役員の破廉恥な試みは幸い
にもとん挫した73）。
1968年，行政府金融検査部は，統一銀行法の立法案
を作成し，検討のために総務局に送った。総務局で
は，金融検査官の任命，欠格条項，分限，身分保障
（法案44条から47条）の人事特例について難色を示し
た。これは歴代行政府首脳のこの領域に対する無理解
と，金融機関を政治献金や収賄の源泉としてしか考え
てこなかった実態を反映している。また，本土復帰を
前にした日琉一体化の流れの中で，本土にない監督機
関独立案は認められないとした。行政府の自治権拡大
の美名のもと，検査官独立を骨抜きにした統一銀行法
を作ることは，過去と同じ不祥事の発生を促すことに
なる。金融検査官たちは，布令37号があることで行政
主席を含む政治家らの悪しき圧力から身を守ることが
出来た。布令37号とその精神は，社会正義を擁護し住
民の利益を守り増進するキャラウエイ高等弁務官の大
きな貢献であった。
1968年3月26日付書簡で，米国民政府カーペンター
民政官は，琉球政府が強力な金融検査庁を持つことを
期待し，政治的圧力から中立であることが金融界と大
衆の利益につながるという認識を示している。統一銀
行法案は，行政府内で成案を得るに至らず，また，米
国民政府も布令37号を廃止することなく1972年の本土
復帰を迎えた。復帰とともに布令は自動的に廃止とな
り，布令の下での銀行検査の独立性と，検査官の身分
保障も失われた74）。
（4）事後検査方式と本土の金融破綻
バブル経済の破綻の中で明るみに出た本土銀行の腐
敗，経営の失敗，不祥事の隠ぺい，不適切な癒着に基
づく贈収賄さらに監督官庁の無責任行政のつけを，公
的資金という国民の税金で支払った政策は1963年の沖
縄では想像すら出来ないことだった75）。
本土のこの金融危機において与党の金融族，銀行族
を中心とする族議員らは公的資金の注入を受けた銀行
から，いろいろな形で政治献金を受け取っていたが，
これらはあきれ果てた恥ずべき行為であった76）。
本土復帰から27年の後，本土大蔵省の金融行政の実
態，銀行局，銀行検査部の腐敗，汚職，堕落は衆目の
知るところとなった。護送船団，公私混同，私利私
欲，贈収賄，天下り，談合，ゆすり，たかりの構造は
金融界と金融行政を大きく腐食させてきた。本土には
キャラウエイ高等弁務官の出した銀行布令も，その精
神も，それを実施する公務員のモラルもなかった。
この期に及んで漸く銀行検査，監督の独立の必要性
が本土でも認識され，金融監督庁を大蔵省と切り離
し，独立した行政機関とし，長官に検察出身者をあて
ることになった。沖縄の金融検査部に遅れること36年
である。事前の行政指導や煩雑な行政規制が，癒着，
贈収賄，天下りの温床となる弊害を嫌い，厳正な事後
検査に徹することにした。
この「事後検査」とは，1963年に始まったキャラウ
エイ旋風の中で金融検査部がとくに強調したものであ
る。キャラウエイ高等弁務官の布令37号改正による金
融機関の監督官庁及び検査官の独立性を強調した政策
は卓越した見識といえる。キャラウエイ高等弁務官の
理想，強い意志がなければキャラウエイ旋風と呼ばれ
る金融界の粛清，改革はなかった。金融行政において
自治能力も自浄能力もない歴代行政主席，琉球政府首
脳部の癒着，腐敗に対するキャラウエイ高等弁務官の
行政官としての正義感と誠意は大いに評価される。
1963年の沖縄は金融改革を曲がりなりにも成し遂げて
いた77）。
（5）キャラウエイ旋風の政治・経済的背景
キャラウエイ旋風の政治経済的背景には，沖縄の自
治権拡大を指示したケネディ新政策に対する軍部の反
発と，経済主義的統治の下で自由化政策に転換したに
もかかわらず，沖縄経済界の中にこれに反発する勢力
が存在し，混迷停滞した実態があった。キャラウエイ
高等弁務官は，ケネディ新政策への反発とともに，自
由化政策の下で経済活性化に向けた主体的行動を欠い
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た沖縄経済界に自ら直接介入の挙に出た78）。
経済主義的統治政策をとる以上，経済開発の促進は
何にもまして重要であり，外国資本であれ域内資本で
あれ，生産的事業に対する投資を促進し育成すること
が大切であり，外資の導入が沖縄経済の向上と雇用機
会の創出に貢献することが明らかであれば，これを積
極的に促進していく意向をキャラウエイ高等弁務官は
示した。これとともに外資導入反対の運動の先頭に
立っていた沖縄経済界のリーダーである琉球銀行の首
脳を更迭した。
また，経済界の汚職や腐敗の摘発をすすめ，金融機
関での粛清にも乗り出した。1950年代には金融機関の
乱立や過当競争が表面化し，超過貸付けや不正貸付け
が問題化したことも，この背景にはあった。このほ
か，配電会社への電力料金引き下げ介入，保険会社，
農連，沖縄食糧，病院などへの監査にも乗り出した。
これら経済界への直接介入は，沖縄経済を活性化させ
ることをねらいとしており，経済状態の改善によって
政治問題を解決するという経済主義の統治方式の具体
化でもあった79）。
結び
キャラウエイ高等弁務官は1961年1月に着任し，
1964年7月に離任している。約3年5か月の沖縄勤務で
ある。在任中，自治神話論，直接統治，離日政策と
政・官・財界からの評判は良くなかった。しかし，歴
代6人の軍人高等弁務官のうち最長の任期を務めあげ
た。
金融機関へのキャラウエイ旋風は63年1月に始まり
離任時の64年7月まで続いた。高等弁務官による直接
介入といわれるが，軍や米国民政府には沖縄の金融機
関を検査監査する能力はなかった。キャラウエイの得
意とする事前調整，相談政策に沿って，琉球政府金融
検査部が決めた方針を事前または事後に報告，承認を
得て実施したものであった。その主導権は常に金融検
査部が握っていた。キャラウエイ旋風の数々は大田行
政主席の意に沿うものではなかったが，金融機関の腐
敗の実態は想像を超えるもので，その処理は刑訴法
239条の告発の手続きにより禍根を断つ必要があっ
た。琉球住民に対するかかる貢献を評価してキャラウ
エイ高等弁務官は離任時に金融検査部に表彰状を贈っ
ている80）。
沖縄統治について軍政当局者は誰もが，軍事一点張
りではなく民主的なアメリカの精神に則ってあたって
いるとしていた。また，占領初期の沖縄住民の対米
（人）観もきわめて好意的であった。アメリカの統治
下において沖縄では，離島の電化，電話の開通，文化
施設の新設なども高等弁務官資金によって賄われた。
その配慮がなければ住民の生活はもっと惨めなものに
なっていたのではないか。マラリヤ撲滅にしろ各種文
化施設にしろ，その時期に日本政府がそこまで手を差
しのべたかどうかは誠に疑わしい81）。
1961年6月キャラウエイ高等弁務官は，大東島視察
の折に，同島の土地問題に触れ，係官に調査を指示し
た。その後，この問題を土地諮問委員会における審議
に付議することを命じた。住民福祉の見地から彼は在
任中の裁決と認定に熱意を示した。本土資本もこれに
応える意向を示し，農民の権利認定へとつながった。
今も南大東村役場の近くにはキャラウエイ高等弁務官
の胸像が建っており，住民の謝意が示されている。
キャラウエイ高等弁務官のスピーチでは，自治政府
は琉球ではありえないとし，制限された自治権をもつ
政府しか存在出来ないとしている。自治権は琉球列島
では無制限にあるものでもなければ，また無制限に与
えられるものでもない。このことは，当時も，そして
今もそうである。中央集権の政治体制の下ではとくに
そうである。法理論として弁務官のスピーチには文句
をつけられない。弁務官は，琉球住民の自由意思で再
び独立国家となる決定を下さない限り，自治政府は将
来においても存在しないとする。日本復帰後の沖縄県
についていえば，復帰前よりも自治権が拡大している
とは思えない。皮肉なことに，もっと狭まり，後退し
ているのではないか82）。
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